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お 客 様 各 位

（年初来） （年初来）

前日比 1ヶ月前比 高値 安値

対ドル BRL 3,9705 3,9286 -1,06% 2,02% 3,6374 4,0158

対円 JPY 27,77 28,02 0,90% -3,20% 30,08 27,53

対ユーロ BRL 4,4434 4,3973 -1,04% 1,37% 4,1646 4,5069

対ドル JPY 110,26 110,10 -0,15% -1,24% 104,87 112,40

対ユーロ JPY 123,38 123,22 -0,13% -1,86% 118,71 127,50

Index 94.389 95.597 1,28% -1,82% 100.439 87.536

bps 175,80 173,30 -1,42% 1,52% 209,52 149,43

% 8,86 8,82 -0,45% -1,41% 9,34 8,70

% 6,45 6,43 -0,23% -0,69% 6,69 6,32

% 2,56200 2,54513 -0,66% -1,50% 2,8039 2,5599

Index 179,49 179,75 0,14% -4,75% 189,68 168,26

これらのレートは各市場における終了時点の気配値です。実際のレート提示は弊行担当者までお問い合わせ下さい。

<オンブスマン連絡先:　0800 722 2762>
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昨日のドルレアルスポット相場は、Ｂｏｌｓｏｎａｒｏ大統領が現在の地域開発省を都市省と国土統合省の２つに
分割し、都市省の大臣にＭａｉａ下院議長の盟友であるＡｌｅｘａｎｄｒｅ Ｂａｌｄｙ氏を任命すると報じられたことや、
最新世論調査で年金改革法案に対する国民支持が確認できたことを受けて取引開始直後からレアル買いで
反応し、３．９２台半ばまでレアル高が進行。ボベスパ指数も買戻しが優勢となり、前日比１．３％高を記録して
いる。年金法案を通過させるためには議席の大半を占めている中道政党の協力が不可欠であるが、同大統領
が中道政党の要望通り、地域開発省の分割に合意、署名したことは、政府が野党に歩み寄りを示したとも考え
られ、マーケットでは法案審議の進展に期待が高まっている。また、ＣＮＩが公表した世論調査において５９％
の国民が年金法案に理解を示したことも、楽観ムードを後押し（７２％が最低支給年齢の必要性に理解を示し
た一方、８０％が当該年齢は６０歳以下であるべきと考えている。なお、新たな年金制度を維持するための追加
徴税については、１０人中８人が反対の意向を示している）。昨日開催された特別委員会に出席したＧｕｅｄｅｓ
経済相は、改めて、「年金改革なくして将来の年金支給を保証できない」、「１０年間で１兆レアルという歳出削
減規模については維持」、と発言。下院憲法司法委員会では野党の批判で紛糾する場面も見られたが、昨日
は目立った対立もなく、約７時間の審議を終えている。ブラジル中銀は昨日のＣＯＰＯＭにおいて、９会合連続
で政策金利を現状の６．５０％で据え置いた（全会一致）。声明文において中銀は、「昨年末時点の低成長が
今年初めも継続している」、と指摘する一方、「インフレ率の上昇ないし低下につながるリスクは対称的であるが、
今後緩やかに景気回復プロセスに回帰することを想定している」との見解を示している。


